
戸 田 市 教 育 委 員 会
教育長 戸ヶ﨑 勤

令和4年1月31日（月）

教育委員会の機能強化・活性化に向けて

「令和の日本型学校教育」を推進する地方教育行政
の充実に向けた調査研究協力者会議

－社会に開かれた元気のある教育委員会を目指して－

●東京都に隣接する交通至便の街
●30歳代の子育て世帯が多い活力ある街

平均年齢が41.4歳と26年連続で県内一若い
人口 約14万1千人 （令和4年1月現在）

●小学校12校、中学校６校
児童数 約8,200人 生徒数 約3,500人

戸田市の概要

神奈川県
千葉県

東京都

茨城県
埼玉県

群馬県

栃木県

戸田市
(18.19㎢)
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●平成27（2015）年4月1日～ 現職

●産官学民と連携した知のリソースの積極的な活用
●戸田市SEEPプロジェクト（Subject、EdTech、EBPM、PBL）
●教室を科学する（教師の「匠の技」の言語化・可視化など）

●児童生徒の急増による教室不足と校舎の老朽化
●Society5.0やVUCA時代を見据えた授業の質的向上
●多様なニーズを持つ子供や、落ちこぼれも吹きこぼれも

「誰一人取り残さない教育」に向けた取組

特色ある取組等

当面する教育課題

t-ayaka
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資料４



（１）教育委員会の機能強化・活性化のための方策について

▮教育委員会事務局の機能強化について

戦略的人事配置

▉教育行政職員の採用・異動・研修の充実
・教育行政の遂行には、専門的な知識と経験が求められる。様々

な職務を経験して視野を広げることも大切だが、メインのキャ
リアは教育行政という人材を育てる必要がある。

・教育に関して学校現場や国の動きに精通する一方、
政策を立案し、首長部局や財政部局と交渉する能
力を併せ持つ人材を育てる方法の１つとして、教
育行政専門の職員（プロ）の採用が挙げられる。

・定数が限られている中で新たな教育改革を進めるためには、各
自治体の課題に応じて、戦略的にメリハリをつけた人事配置を
行うことも必要ではないか。

・教育の動向についてアンテナを高く持てるよう、指導主事だけ
でなく行政職員の研修の充実も不可欠である。

小･中学校のバランスを考慮し、若いうちから経験を積ませるこ
とも重要であると考え、登載者以外からも積極的に採用を進め
てきた。それには、早い時期から将来の管理職候補や指導主
事候補となれるような人材発掘が必要であり、校長とのヒアリン

グを継続的に行うことが重要である。

▉指導主事の採用・研修
・管理職登載に限らず、小中学校のバランスを考慮し、若いうち

から教育行政経験を積ませることも重要である。

・指導主事や管理職の候補者の計画的育成が必要で、中期研修や
長期研修に積極的に派遣することが重要である。 2

（１）教育委員会の機能強化・活性化のための方策について

▮教育委員会事務局の機能強化について

組織･体制強化

▉教育政策の推進
・新たな教育政策の企画立案などを先導的に進めていくため

には、組織編成の見直しが必要である。
→ 従来の指導課から教育政策室へ組織変更

・ICTの利活用やEBPMの推進等においては、PCやネットワ
ーク関係、データ利活用等の専門的知見を有する人材の登
用が必要である。また、指導主事と一般及び教育行政職と
の日常的な連携も重要である。

小･中学校のバランスを考慮し、若いうちから経験を積ませ
ることも重要であると考え、登載者以外からも積極的に採
用を進めてきた。それには、早い時期から将来の管理職候
補や指導主事候補となれるような人材発掘が必要であり、
校長とのヒアリングを継続的に行うことが重要である。

▉外部人材の活用
・外部人材の有効活用に向けては、教育委員会だけでなく各

学校の自律的な教育意思に加えて、ある程度の時間とサポ
ートが必要である。
→ 産官学の連携の中から、教育行政への指導助言をいただ

ける方々を、各種アドバイザーとして委嘱し、学校訪
問や研究発表会、校内研修などで活用を図っている。
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令和3年度に3名を指導主事発令。文科省と県教育
局から各1名が戸田市教委へ出向中、また、戸田
市教委から文科省へ1名、県教育局へ4名が出向中 4
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2021 TODA Education Weeks

「各学校ごとの全教員の事前精読と協議」
「教育長講話をもとに教務担当者がコーディネート」
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１ 指導主事とは何たるかを自覚する 地教行法18条
3 指導主事は、上司の命を受け、……専門的事項の指導に関する事務に従事する。
4 指導主事は、教育に関し識見を有し、……専門的事項について教養と経験がある者でなければならない。

２ 誰よりも積極的に学ぶ
・専門的事項において市内トップであるという自覚と責任を
・指導を受けてよかった、また受けたい 要請やリピーターが増えるように
・「学び続ける者のみ教える資格がある」とは指導主事のための箴言
・個人的な経験を踏まえた指導より、時代の潮流や動向を踏まえた根拠に基づく最新の指導を
・書物やネットだけでなく、研究者や一流の民間人とのコミュニケーションを通して貪欲に学ぶ

３ 行政職としてのスキル（VSOP）を育成する
V vision，vitality S specialty，speed O originality，organizational P processing，planning
・多くの教員の心に火を付ける trigger に
・文科省・県教委と市内学校との buffer に ３r を目指す
・一日も早く信頼される supervisor に

４ 指導主事としての心構え
・どんなときも「さ・し・す・せ・そ」を忘れずに

さ サービス精神に徹する し 迅速な対応に努める す 進んで研鑽に励む
せ 誠意をもって対応する そ 相談しやすい態度で応じる

・指導の要点を簡潔明瞭にビジュアル化し、具体例を多く用いてわかりやすい指導を心がける
・若手の育成、ベテランのモチベーション高揚とともに、教科等のリーダー育成に努める
・いつ、どこで、何を指導したかがわかる「指導の記録」を作成し、指導を累積する
・管理職をはじめ教員から、指導が評価されているということも忘れずに
・メリデメ表（M／DM分析）が作れるようになること

指導主事に求められるもの ＜信頼され要請される指導主事に＞

7



指導主事による分科会での指導の様子
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戸田市の教育
におけるICT
活用の歩み

連 携

研 修

サポート

▮教育委員会GIGAチーム

▮学校と共同で創る組織づくり

➢端末貸与、持ち帰り等の運用面やネットワーク
環境など様々な課題へ即時対応

➢プログラミング・ICT教育研究推進委員会

▮各校配置支援員等によるICT活用校内研修
➢各校で全教師が授業活用ベースで研修する体制

▮教科等横断的な視点のICT活用研修

➢ベテラン・中堅の授業力を生かす研修内容

▮ICT支援員等の全校配置
➢環境面と指導面の両輪で授業支援
➢コールセンター及びセンター常駐SEによる即時支援

➢教育総務課行政職✖教育政策室指導主事

➢教育ICT環境整備検討委員会

➢PBL、プログラミング、プレゼンテーションなど
ICT活用がマストとなる実践や研修の充実

▮産官学の知のリソースの活用
➢最先端のマインドセットとテクノロジーを学校へ
➢様々なコンテンツの共同開発やトライアル

▮インフラ整備
➢授業目的公衆送信補償金や貸出Wi-fiルーターの

整備など、学校の「やりたい」を止めない整備

▮教育センター研究員制度の活用
➢ICT活用をマストにした自主的な研究会
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戸田市の教育改革のコンセプト

AIでは代替できない能力の育成と、AIを活用できる能力、つまり、
21世紀型スキル、汎用的スキル、非認知的（社会情緒的）スキルを育成

産官学と連携した知のリソースの活用。それも、ファーストペンギンを目指すことで、
安価で効率的に、最先端の質の高い教育が提供されるはず

教育のEBPMの重要性の認識（量的と質的エビデンス）
→ episode-based から evidence-based へ
→ evidence-based から evidence-informed へ
→ EBPMからEIPP（Evidence Informed Policy and Practice）へ

優れた教師の経験や勘、匠の指導技術を、言語化・可視化・定量化するなどして、若手教師
などに効率的・効果的に伝承していくべき。経験や勘や教員の個人プレーにだけに頼らず、
教育データを積極的に利活用していくべき
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○変化する社会の動きを教室の中に入れるため、産官学と連携した様々な学びや人
財等の原材料を教育委員会で用意していく。授業改善、校内研修、研究発表などで
躊躇なくフル活用してほしい

○社会構造の変化を各学校で共通認識し、目の前の子供たちの実態を踏まえ、どの
ような力を育てるか、学年や教科を横断して根本にさかのぼった議論を

教育村・学校村の意識改革（コンセプトの落とし込み）
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○生徒指導の王道は学力向上にあり ○学力向上は学級経営と授業の充実にあり

○校長が「代（変）われば」学校が変わる ○校長会ピアレビューで成果と課題の共有化を
○挫折回復（resilience）能力 ○識時務者在俊傑

○「授業改善日」や「授業改善の時間」の計画的な設定
○素人の目から見てもわかる授業改善を → ICT機器活用が最も効果的
○例外を出さない授業改善 ○教師自身がパッシブラーナーからアクティブラーナーへ



戸 田 市 S E E P プ ロ ジ ェ ク ト
～産官学と連携した教育改革の重点～

SEEPとは、Subject、EdTech、EBPM、PBL、の4文字のアクロニムであり、
「浸透する」の意味 薫 習

ubject
（教科教育)

子供たちにこれからの時代を生き抜くために必要な
資質・能力を身に付けさせるために、教科の本質を捉
えた授業改善を目指す。

BPM
（Evidence-Based Policy Making)

教育政策シンクタンクを中心に教育の定量的データ
及び定性的データの分析を行い、「経験と勘と気合」
から脱却したエビデンスに基づく政策立案を行う。

dTech
（Education × Technology)

「指導と管理」のPCから「学びと愛用」のPCとした
ICTのマストアイテム化をはじめ、教育とテクノロ
ジーの融合による新たな学びを推進する。

BL 
（Project-Based Learning)

社会に開かれた「誰かの何かの課題」を解決する
活動を通して、子供たちの未来を切り開く探究者と
しての資質・能力の育成を目指す。 12

【21世紀型スキル育成アドバイザー】

産官学の知のリソース（外部人材）の活用
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フューチャーインスティテュート（株）

代表取締役 為田裕行 様
（株）リバネスキャピタル取締役

森安康雄 様
（株）情報通信総合研究所

平井聡一郎 様

インテル（株）
竹元賢治 様

（株）Wil シニアディレクター
遠藤慶太郎 様

【PBL・STEAM教育アドバイザー】

変化する社会の動きを教室の中に入れて欲しい

教育委員会では、新たな学び等の原材料や人財
を用意するので、料理は各学校で



教育経済学

数理統計

データ・サイエンス

学校

学校

学校

県教委

戸田市教育委員会「教育政策シンクタンク」

体 制

設置趣旨

戸田市の教育行政におけるEBPM（Evidence-based Policy Making）の推進の核とするため、これを専門的に担う人材から成る

「教育政策シンクタンク」を立ち上げ、より効果的・効率的な教育政策の企画立案を行うとともに、市民への説明責任を果たす。

主導性

機動性

実効性

教育政策全体のEBPMに関する構想の企画と実行を主導することができる。また、個々の研究者等
との共同研究においても、本市にとってより効果的な形での連携を行うことができる。

教育委員会
内部における
基本的な
調査分析機能

外部研究者等との共同研究は一大プロジェクトとして行われることが多いが、自前の調査研究では、
小さな規模のものも含め、より日常的に、機動的に行うことができる。

本市における教育課題や個々の教育施策に直接結びつけた形での調査分析を行えるため、分析結果
によるエビデンスをより実効的に教育施策に活かすことができる。

EBPM
推進担当
チーム

（教育行政プロ
採用職員 等）
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各施策

設置意義

☞ 体制の３つのポイント

○教育委員会内部のEBPM推進担当チーム
EBPMは担当チームが専属的に行うものではなく、教育委

員会が所管するすべての学校教育施策の基本的な考え方とし
て浸透し、教育委員会及び学校の職員全員によって実行され
るものであり、EBPM担当チームがその推進役及びとりまと
め役としての立場を担う。EBPM担当チームは、事務職（教
育枠）を含める教育改革の政策担当の職員が兼務する。

○外部アドバイザーとの連携
産官学からEBPMの政策立案に優れた外部有識者を委嘱し、

日常的なアドバイザーとして教育政策シンクタンクのメン
バーとなっていただく。また、必要に応じて外部有識者によ
るアドバイザリーボードを設置する。

○産官学の外部機関等との連携
専門性の高い研究や規模の大きな研究等については、外部

の知のリソースを積極的に活用し、産官学の外部機関との連
携を行う。その際には、調査分析のデザインの調整について
主体性を持って調整する。

戸田市
教育委員会

文科省

国 研

取組例

・教育活動の多様な成果を多角的に分析するとともに、数値化できるデータ・調査結果のみならず、数値化が難しいものも含め、
現場感覚をもって的確に状況を把握する。

・データの標準化や一元化（ワンソース・ワンマスタ）と二次利用促進（オープンデータ化）
・データの集約・提供体制等に関する改革の推進

etc.

大学・
研究機関

企業・
ＮＰＯ

教育工学

教育委員会
ロイヤー

個人情報保護

医療工学

社会学

14
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特別支援教育の実践に係る共同研究
（(株) LITALICO）

ICTソフトを活用したR-PDCAモデル
（(株) ベネッセ）

学級風土の非認知的（社会情緒的）
能力への影響の研究（筑波大学）

非認知的（社会情緒的）能力と学力、
SES等との関係（慶應義塾大学等）

戸田市におけるEBPM (Evidence-based Policy Making) の推進

質的研究

量的研究

実態
把握

理論的
一般化

戸田市のEBPM取組マップ
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PDCAサイクルの確立

戸田市におけるEBPMの考え方

① PDCAサイクルの確立

② 授業改善に係る知見の一般化・規準化

③ 教育改革の新たな視点の発見

３つの目的別アプローチ

目的…「経験と勘と気合い」(3K)による教育実践や施策立案から脱却し、
エビデンスに基づく効果的・効率的な教育改革を推進すること

(1)実態把握：調査結果等のデータを活用することで課題や実態を
把握・分析し、PDCAサイクルにつなげる（→①）

(2)理論的一般化：実際の教育実践の事例を研究することで、優れ
た指導法等に関する知見の積み上げ（→②）や教育改革への新
たな視点の発見（→③）につなげる

※横軸に研究の目的に関するアプローチ（実態把握と理論的一般化）、縦軸に手法に関するアプローチ
（質的研究と量的研究）をとり、現行の取組を配置

質的研究

量的研究
統計データの分析による相関関係
の発見等の統計的・実証的な研究

実践事例やアンケート、インタ
ビューの分析等の定性的な研究

全体方針
…量的研究と質的研
究の双方を重視し、
目的に合わせ相互補
完的に活用する

相互補完

※「量的研究」と「質的研究」は戸田市における造語で、実証研究と非実証研究にほぼ該当するイメージである。

教育委員会、学校、教師の３者それぞれについて、各種調査等に基づく
フィードバックを行い、取組の成果や現状の立ち位置を把握することに
よって、課題発見と取組の改善につなげるPCDAサイクルを構築する。

授業改善等のための重要なポイントを一般化・規準化する。（言い換え
れば、ベテラン教師の経験や優れた勘、匠の技（指導技術）などを可視
化・言語化・定理化する。）これによる規準を教員の日常的な授業改善の
参考にしたり、授業の自己・他者評価のツールとして活用したりすること
で、知見を見える化し、学校や世代を超えて積み上げる。

教育委員会レベル 各施策について成果指標を定め、市全体に関する
データをもとに、教育施策の改善に役立てる。

学校レベル 各種調査の学校ごとのデータを学校にフィードバッ
クし、学級経営や学校運営、学力向上策に役立てる。

教師レベル 埼玉県学力調査等によるクラス全体の伸びを教師に
フィードバックし、日々の授業改善に役立てる。

非認知能力の学力への影響、アクティブ・ラーニングの有用性、リー
ディング・スキルへの課題発見など、様々な共同研究の成果やそのプロセ
スにおいて発見された、今後の教育改革に対する新たな気づきをさらに掘
り下げて、新たな研究材料とする。
（取組例）
○リーディング・スキルの視点からの授業改善…国立情報学研究所等のリー

ディング・スキル・テストによる子供の読解力への課題発見を契機に、当該
テストの視点を取り入れた授業改善の手法を各学校での実践に基づき研究。

○特別支援の視点からの授業改善…企業と連携し、ユニバーサルデザインに基
づく学級経営とその成果検証を行うことによって今後の全体の授業改善に役
立てる。

（取組例）
○「指導用ルーブリック」…アクティブ・ラーニングの視点からの授業改善のため、
６つの授業に対する延べ100人以上による評価表をベースに重点事項をまとめた指
導用ルーブリックを本市独自に作成。これを研究授業や校内研修において活用。

○グッドプラクティスの共有…県の学力調査のデータから、特に学力を伸ばしてい
る教師を複数選出し、授業での心がけ等について聞き取り、ポイントを整理・共有。

理解度、信頼度を定量化するなど、「教室を
科学する」ための様々なトライアル
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（１）教育委員会の機能強化・活性化のための方策について

▮教育委員会の活性化について

教育委員会の主体性

▉教育委員提案制度
• 定例教育委員会では、事務局職員の説明を聞き、多少の質

問をする程度の状況だったのを、学校現場の諸課題や教育
行政の基本方針等について議論する場になるよう、委員自
らからの提案に基づいて議論等が行えるように「教育委員
提案制度」を導入した。

▉校長面談
• 定例教育委員会で、毎回校長から各学校の学校経営方針や

特色ある取組について説明し、それに対して教育委員から
質問を行うことで、各校の実践や課題について一層理解を
深めるとともに助言や励ましを行っている。

小･中学校のバランスを考慮し、若いうちから経験を積ませ
ることも重要であると考え、登載者以外からも積極的に採
用を進めてきた。それには、早い時期から将来の管理職候
補や指導主事候補となれるような人材発掘が必要であり、
校長とのヒアリングを継続的に行うことが重要である。

▉学校訪問などへの同行や開かれた教育委員会
• 全校実施している教育委員会の学校訪問や研究発表会、教

職員向けの研修会などに教育委員に同行してもらい、現場
の実態を直視して理解や課題意識を持ってもらったり、本
市の教育の在り方等について自分事として捉えてもらった
りすることができるようになった。その他、傍聴人数の増
員、詳細な会議録の作成と公開、教育委員会のFacebook
や教育広報等での積極的な広報活動などを行っている。 18

教育委員会会議の運営上の工夫
教育委員会活性化の10の心構え

議事や報告の追認に終始しない
「教育委員は教育委員会事務局の上司である」という意識を事務局がもつ
事務局が知っていて、教育委員が知らないことがないように、壁をなくす努力をする
事務局で結論が出ていないことでも事前に教育委員に報告し、共に知恵を出し合う
教育委員が主体性を発揮できるよう、発言しやすい環境づくりをする
教育委員会会議では、必ず教育委員提案をいただく
事務局は、できるだけわかりやすく、丁寧な説明を心がける
国や県の通知や最新の教育情報を随時教育委員に提供する
教育委員向けの研修を実施する
会議資料は５日前までに委員の手元に届ける

19



新教育委員会制度の効果的な活用に向けて
～地方自治体の首長、教育長、教育委員からの提言集～ 平成２９年１月 文部科学省

20

年 度 開催月 教 育 委 員 提 案 議 題

令和３年度 ８月 ・「令和の日本型学校教育」を担う教師の養成・採用・研修等の在り方について
・ヤングケアラーについて
・市立図書館市民参加イベントのコロナ禍での実施状況について

９月 ・戸田市における新型コロナウイルス感染症の対応について
・令和３年度新体力テストの結果について

１０月 ・１人１台端末環境における学びの在り方－長期休業期間中の学びについて－
・１人１台端末環境における管理のあり方について

１１月 ・教職員の負担軽減の現状について
・コロナ禍における学校教育（行事含む）及び子供のストレスや不安感への対応に

ついて

１２月 ・道徳教育とコロナ禍における児童生徒の心の変化について

21

教育委員の提案に基づき、次回会議の議題を決定する。
→委員自ら議題を提案することで議論に活性化と深まりが
→事務局も委員の提案を実現しようという前向きな姿勢に



定例教育委員会前の校長面談

22

各校長から

・特色ある学校経営

・誇れる教育活動

・成果の上がった取組

・市内他校へ横展開できること

などについてプレゼン

各教育委員から
・学校運営上の悩み
・学校経営における諸課題
・教育委員への依頼事項
などについて校長から聴取
して本音で熱い議論

学校経営への一層の理解
校長の悩みの傾聴と助言

No 平成２９年度 教育委員研修内容一覧（研究発表会や外部での研修会などを除く）

1 教育委員会の職務権限

2 新しい学びを促すタブレットを使った学習コンテンツの実技体験研修

3 学校施設管理

4 高等教育への修学支援制度

5 学校給食の運営

6 学校給食における食物アレルギーへの対応

7 市立図書館業務の概要

8 学校給食の衛生管理

9 公民館事業

10 プログラミング教育研修

11 カリキュラム・マネジメント研修

12 ２１世紀型スキルを育む授業づくり研修

13 文化財保護事業

14 郷土博物館が実施している博学連携事業 など

教 育 委 員 研 修

23



学校訪問や研究発表会への同行、教員研修への参加

24

詳細な議事録の公開

詳細な会議録を作成し、ホームページ及び窓
口で公開している。

議事録掲載ホームページ

教育長あいさつ等の公開

Facebookに教育長のあいさつなども掲載して
いる。

教育委員会Facebook

25
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27



28

第四次戸田市教育振興計画紹介動画（ダイジェスト）

第四次戸田市教育振興計画 紹介動画

29



30

戸田市教育委員会公式 戸田市立小中学校長会

市内各小・中学校

戸ヶ﨑個人のfacebookでも、戸田市の教育の取組を中心に毎
日投稿しています。友達申請して御高覧ください。

31



H29.11.15  福島県郡山市教育委員会 H30.11.15 山形県酒田市教育委員会

○学び続ける教育委員会
○開かれた教育委員会運営と

定例会議の充実と活性化

①教育委員は事務局の上司である。
②定例会議では、必ず教育委員提案を
③国や県の通知や最新の教育情報は

随時教育委員に提供
④教育委員向けの研修を定期的に実施

など R2.2.13北海道紋別市、福島県西会津町教育委員会

32

新教育委員会制度に移行して変わったこと
教育委員のコメント
・市長と教育委員会が共通の教育目標に向かっている時は強
い実行力を発揮するが、一端合意形成がなされなかったり、
意見の違いがあったりする時は教育行政の中立性が保たれな
くなる危険性が生じる。そのためにも物言える教育委員会の
形成が重要である。
・教育委員提案制度により、従来の受動的参加（追認方式）
から積極的に発言や提案ができるようになり、教育委員の参
画意識が高まり、活動が主体的・能動的になった。教育行政
の根幹は、現場主義の徹底である。気兼ねなく学校訪問がで
きるようになり、現場の生きた情報で議論ができるようにな
った。また、教育委員協議会（プレ教育委員会等を含む。）
で情報の共有が実現し、教育委員の研修意識も高まった。
・総合教育会議の設置により、戸田市の教育改革や教育の全
体像が明確になり、スピーディに市広報等を通して市民に周
知されている。
・産官学民と積極的に連携した先進的な教育施策が導入され
て、市民、また保護者として誇りに思うが、子供と向き合う
時間が確保されているかどうかなど、チェック機能を果たし
ていくとともに、新たな教育の動向などに関して。常に学び
続ける教育委員でいなければならないと感じる。

傍聴人のコメント
「今のは答弁になっていない。

委員からの質問内容にきちんと答
えるように！」今思えば、平成
27年４月に新教育委員会制度の
もとで初めて開催された教育委員
会定例会での教育長のこの一言に
よって、すべてが動き出したよう
に感じる。教育委員は、学校訪問
や研修に積極的に参加し学び続け
、戸田市の教育を真剣に考え、議
論している。傍聴していて、議論
に参加したい気持ちを抑えるのが
大変なほど白熱している。これか
らも傍聴を続けていきたい。 33



（２）教育委員会と首長部局との効果的な連携について

首長部局との連携

小･中学校のバランスを考慮し、若いうちから経験を積ま
せることも重要であると考え、登載者以外からも積極的に
採用を進めてきた。それには、早い時期から将来の管理
職候補や指導主事候補となれるような人材発掘が必要
であり、校長とのヒアリングを継続的に行うことが重要で

ある。

▉総合教育会議の活性化
• 地方分権が進み、自治体の裁量で決められる施策の幅は

広がっている。地域の課題に応じた施策を行うためには
首長に地域の教育の実情やニーズを理解してもらうこと
が重要であり、総合教育会議はそれを首長に直接伝える
場となる。

→日常的に教育行政の取組や今日的な教育課題について、
教育委員会事務局職員から首長へ分かりやすく丁寧に説
明する機会をもつことも大切である。また、「いじめ重
大事態対応訓練」の実施や、市会議員や他部局職員、校
長等も出席しての「拡大版総合教育会議」を開催した。

小･中学校のバランスを考慮し、若いうちから経験を積ま
せることも重要であると考え、登載者以外からも積極的
に採用を進めてきた。それには、早い時期から将来の管
理職候補や指導主事候補となれるような人材発掘が必
要であり、校長とのヒアリングを継続的に行うことが重要

である。

■データの利活用等の連携
• 首長部局との連携について、現在は、人的な関係に基づ

く連絡調整等が基本となっている。今後は、各種相談情
報や子供・家庭の情報のデータ連係共有を積極的に行う
ことによって、円滑なプッシュ型の支援や人的エラーの
縮減に資することが考えられる。

34

▮首長部局との連携について

戸田市教育政策シンクタンク・アドバイザリーボード

東京大学・田中隆一教授（経済学）
上智大学・田村恭久教授（教育情報工学）
日本大学・末冨芳教授（教育行政学、教育財政学）
慶應義塾大学・中室牧子教授（教育経済学）
イエール大学・成田悠輔 助教授（AI、機械学習、経済学）
聖心女子大学・益川弘如教授（学習科学）
堺みくに法律事務所・小美野達之弁護士（スクール・コンプライアンス）
渥美坂井法律事務所・三部裕幸弁護士（個人情報保護） など

学校

学校

学校

県教委

EBPM
推進担当
チーム

（教育行政プロ
採用職員等）
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各施策

戸田市
教育委員会

文科省・
国研

大学・
研究機関

企業・
ＮＰＯ

市役所
他部局

他自治体

子供たちを誰一人取り残さず、一人一人が２１世紀を主体的に生き抜く力を
身につけるため、教室を科学することを通じ、優れた教師の匠の技の言語化・
可視化・定量化や個別最適な学びの実現、EBPMの推進に取り組む。

市役所内他部局
他自治体
大学
企業等
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困難を抱える子供の支援

教育
センター

家庭相談員 福祉保健
センター

SC
SSW

すてっぷ 日本語
教室

子ども
第三の
居場所

Aさん ○ ○

Bさん ○ ○ ○

Cさん ○ ○

困難を抱える子供に関わる機関を可視化することにより、情報共有の漏れや不統一
を防ぎ、相互連携を円滑にするとともに、アウトリーチの充実等、適時適切な支援に
つなげる。

教育センター：Aさんから初めて相談があった。これまで家庭相談員がつ
ながっているようだから、どのような状況なのか聞いてみよう。
家庭相談員：Bさんは対応が難しい。すてっぷに行っているなら、何か情
報があるかもしれない。聞いてみよう。
教育センター：Cさんは登校が不定期。家にも居場所がないみたい。子
ども第三の居場所に繋いだらどうだろう。子ども家庭支援室に相談しよう。

つながりの可視化

36

個別最適な学びの実現
小中学校段階で何らかの課題（不登校、学力低下等）が顕在化した際、就学前段階までさ
かのぼって分析し、①その兆候が何らかの傾向として現れるか、②その結果、早期支援が可能に
なるかを分析。また、③子供の状況・背景に応じた指導の在り方の分析や、④EBPMの観点から、
施策の効果が表れているか明らかにする。

基礎情報

ID（宛名コード）

世帯番号

性別

生年月日

就学前段階

乳幼児健診

出生時体重

（家庭状況調査）

幼保在籍年数

保育園基準指数

在籍保育園・幼稚園名

保育園志望順位

家庭

（年収）

保護・要保護・児童扶養手当

虐待相談

ペアトレ

子ども第三の居場所

学童入所の有無

在籍学童名

健康

健診

子供医療システム

障害の状況

学力

全国学調

県学調

（市学調）

RST

すてっぷ

とだっこ・塾補習

体力

新体力テスト

非認知的能力

IGS

県学調質問紙

相談

SC・SSW

教育センター

家庭児童相談

福祉保健相談

その他

在籍校・学級

担任教師ID(職員番号）※

（使用教材ID）

欠席日数

日本語指導

※基本情報（性別、経験年数、研修歴等）や教員質問紙調査結果を含む

子供の状況の可視化
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38

（３）小規模自治体への対応・広域行政の推進のための方策

小規模自治体への
対応と広域連携

▉戦略的出向の在り方（文部科学省）
• 業務経験に止まらず、小規模自治体への

支援や広域的な連携を担うなど、国とし
て推進すべき施策の実例を創り上げてい
く「戦略的な出向の在り方」も検討が必
要である。

小･中学校のバランスを考慮し、若いうちから経験を積ませ
ることも重要であると考え、登載者以外からも積極的に採
用を進めてきた。それには、早い時期から将来の管理職
候補や指導主事候補となれるような人材発掘が必要であ
り、校長とのヒアリングを継続的に行うことが重要である。

▉都道府県教育委員会の機能強化
• 教育事務所については、政令市の教育事務所はともかく、

その存在意義について様々議論があると認識している。正
に小規模自治体への支援や広域行政推進に向けた戦略の実
践は急務であり、そのための指導主事等の一層の資質向上
を図ることが必要である。

小･中学校のバランスを考慮し、若いうちから経験を積ませ
ることも重要であると考え、登載者以外からも積極的に採
用を進めてきた。それには、早い時期から将来の管理職候
補や指導主事候補となれるような人材発掘が必要であり、
校長とのヒアリングを継続的に行うことが重要である。

▉デジタル技術の活用
• デジタル技術を活用し自治体間の距離を縮める

ことは容易になっている。本市では、小規模自
治体との連携をオンラインで実施しており、教
員研修を同時配信したり、本市指導主事がその
自治体の教員向けに講義をしたりしている。 39

▮小規模自治体への対応・広域行政の推進に向けて



小規模自治体（福島県西会津町）との連携
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地方教育支援策について

●文部科学省内のホームページに指導主事ボランティア制度立ち上げ、支
援できる市教育委員会の指導主事等を登録する

●支援を受ける町村の教育委員会は、近隣等の教育委員会でテーマコミュ
ニティーをつくり、オンライン等による指導を受ける体制を構築する

●支援を受ける町村の教育委員会は、体験型学習や自然教室などの機会を
提供したり、何らかの返礼支援を考えていく必要性もある

②オンラインサークル活動

①地方支援指導主事ボランティア制度

●SNS等で様々な研究会開催が見られるが、簡単に登録でき、授業等の悩
み相談や研究ができるサークルのようなものが欲しい

●地域や県単位では、サークル内容に偏り等がみられることから全国単位
のプラットフォームやサークルが必要である。その際の運営母体や、公
立学校教員限定の開催とするか、広く産官学の参加者に広げるかの検討
が必要である。

41③教育特別地方交付金の創設



42

教育・学びの未来を創造する教育長・校長プラットフォーム in戸田
第４回 令和3年8月29日(日) 

教育・学びの未来を創造する教育長・校長プラットフォーム in戸田
第４回 令和3年8月29日(日) 

（４）学校運営の支援のために果たすべき役割

■学校管理職の在り方
・今後の学校管理職には、データを収集分析する「アセスメント

力」や教職員の意見を集約し組織力を強化する「ファシリテー
ション力」などが求められている。そうした学校経営のみなら
ず、学級経営や授業力向上に向けた指導・助言も必要である。

・行政職員経験者の配置促進の前に、まずは民間人校長が一時ピ
ークを迎え、その後減少していることや、民間人教頭が広がら
ないことの要因を分析する必要があるのではないか。

■機動的・自立的な学校運営の支援
・非常時だからといって、急に機動的・自立的な学校運営を求

めても、うまく進むケースはほとんどないのではないか。通
常時から、教育委員会が域内一律の取組ではなく、各学校の
自走を許容できるかによるのではないか。

学校運営支援
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▉教育行政DX推進
・教育委員会のベストプラクティスを広域化や、過疎地や小規模

自治体における教育行政の充実や持続可能な在り方について検
討する際は、デジタル技術のフル活用と、一般化・抽象化して
ストラクチャーやパターンを見出し、暗黙知を形式知へ転換し
たり、アーキテクチャを共有化したりすることが大切である。
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教育委員会としての決意

今後さらに検討を要する事項（中教審答申「令和の日本型学校教育の構築を目指して」P.92）

○校長を中心に学校組織のマネジメント力の強化が図られ、自主的・自立
的な取組を進める学校を積極的に支援し、社会の変化に素早く的確に対
応するための教育委員会の在り方～略～社会との連携等を含む教育行政
の推進体制の在り方

学校戸田市教育委員会 支援

令和の日本型学校教育の
構築を目指して

○多様な人財を得て機能を最大化し、社会に開かれた教育行政を実現する
○定数を増やすのは厳しいので、教育委員会事務局組織の戦略的人事配置
○教育委員会と学校との距離感の縮小（管理から支援へ）

○教育委員会とは、「学校に伴走し、積極的な自走を支援し、逸走や暴走
を軌道修正する」ところである




